
評価シート（B）　（施策評価：施策を構成する事業の評価）

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　　　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

交通事故から県民を守り、安全で快適な交通社会の実現を目指します。

1政策番号

政策評価指
標／達成度

1 － 2 －

年間の交通事故死者数

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室

政策整理番号 6 施策番号 3

警察本部 総務課                関係部課室 警察本部 交通指導課

1213

政策名

施策概要

施策番号 3

県民が安心して安全な生活を送るための環境づくり

施策名 事故のない安全で快適な交通社会の実現

A

H１８ 成果
指標名
（単位）

H１７ H１８

（誰・何を対象
として）

事業費
（決算(見込)額，千円）

施策を構成する事業の分析

活動（事業）／活動（事業）によりもたらされた結果 活動（事業）によりもたらされた成果

業績指標の値

（事業の成
果。「事業の
目的」に対応）

（対象をどういう状
態にしたのか）

単位当たり事業費（千円）

事業の目的
（意図）

成果指標の値

H１６

1
放置車両、
その使用者

（何をしたのか）
（事業の活動
量。「事業の
手段」に対応）

事業名

【担当課】

新たな違法駐車対
策事業

【交通指導課】

事
業
番
号

事業の
対象

853,5351,060,952

放置車両の確認、
放置違反金納付
命令

放置車両確
認標章取付
件数（件） 87,030 77,469

19,244
駐車問題への意
識の高まり、交通
渋滞時間の減少

4.0

交通渋滞時
間数（分）

2

【】

3

【】

4

【】

5

【】

事業費計（千円） 87,030 77,469

事業の手段
（内容）

業績
指標名
（単位）

H１６ H１７



施策を構成する事業の方向性

【施策の次年度（平成２０年度）の方向
性】※この施策における今後の課題等を記載

・駐車問題への意識の高まりを持続さ
せ、向上させていくことが施策目的実
現に大きくつながる。
・駐車監視員による活動範囲の拡充が
最も有効であり、効率的に拡充してい
くことが今後の課題である。

・下記事業の成果指標から見て大
きく向上しており、多大な成果を上
げている。環境問題対策からも施
策実現に貢献しており「有効」と判
断した。

・事業費の大半が固定的費用で
あり、また安価な入札額であり「効
率的」と判断した。

・安全で快適な交通社会の実現のた
めに適切な事業が設定されている。成
果指標から見て、事業の多大な成果
が認められ、また効率的に実施されて
いると判断される。以上のことから事業
の設定及び推進は「適切」に行われて
いると判断する。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-3 事業
の効率性」を総括して記載

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-1 事業へ
の県の関与の適切性と事業設定の妥当性」
を総括して記載

Ｂ－１，２，３　施策を構成する事業群の評価 B　施策評価（総括）

Ｂ－１ 施策実現にむけた県の関与の
適切性と事業群設定の妥当性

Ｂ－２　事業群の有効性

効率的
【評価の根拠】
※Ｂ－１，２，３を総括し施策を総合的に評価

Ｂ－３　事業群の効率性 適切

適切 有効

・下記事業は安全で快適な交通社
会の実現のため必要な事業であ
り、また道路交通法によって県の役
割とされた新たな事業であり、県の
関与は「適切」と判断した。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-2 事業の
有効性」を総括して記載

活動（事業）の分析
活動（事業）の次年度（平成２０年
度）の方向性とその説明

B-2 事業の有効性 B-3 事業の効率性

【事業は効率的に執行されたか（単位当た
り事業費の推移その他から）】

B-1 施策実現にむけた県の関与
の適切性と事業設定の妥当性
【国，市町村，民間団体との役割分担は適切
か】
【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
【事業間で重複や矛盾がないか】

【成果指標の推移から見て，事業の成果が
あったか】
【施策目的の実現に貢献したか】

・事業費の大半は確認事務業務委託
費とシステム機器の保守及び賃借料
であり、固定的な費用である。初年度
ということで安価な入札額となり、効率
的であったと判断する。

・道路交通法により、県の役割であって
県の収入とされており、県の関与は適切
である。
・本事業は、違法駐車に起因する障害
の防止を図り、交通の安全と円滑を確
保するため是非とも必要な事業である。

・成果指標は過年度より大きく向上して
いる。交通渋滞の解消は、安全で快適
な交通社会の実現につながるとともに地
球温暖化対策にもつながり、施策実現
に大いに貢献したと判断する。
　さらに確認事務業務の拡大により成果
が一段と向上するものと思われる。

施策を構成する事業の分析

方向性 方向性に関する説明

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

取組番号 取組名

拡充

・駐車監視員による活動範囲の
拡充要望が地域住民から上がっ
ており、次年度は新たに仙台北
署及び仙台南署管内を対象とし
た活動を実施する必要がある。



政策評価指標分析カード（整理番号１） 施策番号 3

政策評価指標の選定理由

・県内の交通情勢は、平成１５年中は交通事故死者数が大幅に減少したものの、人身交通事故件数や負傷者数は増加傾向にあるなど依然として厳
しい状況にある。さらに、過去の統計を見ると交通事故死者数は、隔年で増減を繰り返す傾向を示しており、予断を許さない状況である。
・宮城県知事を会長とする宮城県交通安全対策会議では、第７次宮城県交通安全計画を策定し、この中で交通事故死者数の抑制を目標として掲げ
ているところである。同対策会議は、国の関係地方行政機関、県、市町村、関係機関・団体等が一体となり交通安全に関する各種施策を総合的に推
進しており、県行政の斉一性を期す観点から、同計画における目標を指標とすることが妥当であると認められる。

158

達成度 A

・本指標については、第７次宮城県交通安全総合計画において目標数値として掲げているものと同一であるが、同計画と連動した施策推進を図る観
点から、適切な指標と判断される。

・平成17年中は、第7次宮城県交通安全計画最終年度として、また、平成18年中は、第8次宮城県交通安全計画の初年度として、それぞれ自治体を
始めとする交通安全関係機関・団体との連携による当該計画を機軸とした交通安全諸対策を推進した。特に目標達成の原因となったのは、「①街頭
指導、広報啓発等の強化により、四輪運転者（同乗者を含む。）のシートベルト着用率が向上し、事故発生時の衝撃が緩和されたこと。②速度違反の
取締り強化により、速度の抑制が図られ、事故直前速度が低下したこと。③悪質・危険違反者に対する指導取締りの強化等により悪質・危険違反に係
る交通事故が減少したこと。」等が考えられる。

政策評価指標の妥当性【施策の有効性を評価する上で適切な指標か】

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

達成状況の背景（未達成の場合はその理由等）・今後の見通し

政策評価指標の概要

宮城県内における年間の交通事故による死亡者数

仮目標値

H１８

現況値 138 138 116

H１７測定年 Ｈ１７

158人以下

評価年 初期値 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

目標値 Ｈ１７ 158人以下 Ｈ２２

政策評価指標 単位

年間の交通事故死者数 人

施策番号 3 施策名 事故のない安全で快適な交通社会の実現

2 － 1政策番号政策名 県民が安心して安全な生活を送るための環境づくり 1 －

6

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室 警察本部 総務課                   関係部課室 警察本部 交通企画課

241213 政策整理番号
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